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■はじめに 

 
大韓民国（以下「韓国」と略称）の不動産政策の大き

な流れとしては、金 泳三（キム・ヨンサム）政権

（１９９３～９７年）、金 大中（キム・デジュン）政権

（１９９８～２００２年）の間は規制緩和の潮流が続いていた

（ただし、保有税を中心とした土地負担水準は徐々に上

昇している）。しかしながら、盧 武鉉（ノ・ムヒョン）

政権の登場により、開発利益の還元をスローガンにした

規制強化の方向に１８０度政策転換がなされた。その背景

には、景気回復による地価上昇とソウルを中心とした不

動産価格の高騰や、貧富の格差の拡大に対する国民の不

満、既成勢力との対決を標榜する盧政権の政治スタンス

などがあると考えられる。 
韓国政府は、２００５年８月３１日、庶民の居住安定と投

機抑制のための不動産制度改革案、通称「８．３１政策」

を発表した。その背景には、２００３年のいわゆる「１０．

２９対策」１以降、不動産価格は概ね安定傾向を示してい

たが、２００５年１～７月の間にソウル市の高級住宅地で

ある江南地域のアパート２の価格が平均１２．４％、ベッド

タウンの盆唐市は２８．９％上昇するなど、価格上昇傾向

がソウル市江北地域や首都圏南部地域の一部にまで拡大

し、土地価格も首都圏と大田広域市、忠清南道などで相

対的に大きく上昇したことがある。特に、首都機能移転

が予定されている忠清南道燕岐地域が２００４年１月～

２００５年６月３８％、天安市が同時期に２３％と、各種の開

発予定地域を中心に急上昇傾向を示した。このような不

動産市場の不安は、政府によれば、①豊富な流動資金と

低金利基調の中で、金融資産に比べて不動産投資に対す

る高い期待の形成、②投機心理便乗による仮需要の急増、

③首都圏人気地域の中大型住宅の供給不足のおそれ、④

大規模開発計画の発表による開発利益の期待、⑤政府の

不動産政策に対する国民の信頼が低く、投機心理が強い

ままであるなど、複合的な要因が作用した結果だと分析

されている３。 
こうした要因を根本的に除去するための不動産制度改

革の政策パッケージとして「８．３１政策」が打ち出され

たわけであるが、その具体化作業として、新規立法や制

度改正が行われ、本年９月にこれらの措置がすべて施行

された。したがって、不動産制度改革はこの時点で完了

したと言える。本稿では、「８．３１政策」以前に導入され

たものも含め、韓国の新たな不動産制度の内容を概観す

ることとする。 
 
 
１．住宅取引申告制の導入 
 
 政府は当初、住宅取引許可制の導入について検討した

が、違憲のおそれがあると判断されたので、住宅取引申

告制を導入した。この制度は、２００４年１月２９日、「住宅

法」の改正により同年３月３０日から施行された。その内

容は、＜表－１＞のとおりである。 
 

＜表－１＞住宅取引申告制の内容 

区  分 内     容 
住宅取引申告地域

の意義 
○住宅に対する投機が活発化していたり、活発化するおそれがあると判断される地域 
○住宅政策審議委員会の審議→建設交通部長官が指定 



住宅取引申告地域

の類型 
○アパート取引申告地域 
○連立住宅取引申告地域 
○アパート・連立住宅取引申告地域 

住宅取引申告地域

の指定要件 
○指定する日の属する月の直前月のアパート又は連立住宅の売買価格上昇率が１．５％以上の

地域 
○直前月から遡及して３月間アパート又は連立住宅の売買価格上昇率が３％以上の地域 
○直前月から遡及して１年間アパート又は連立住宅の売買価格上昇率が全国のアパート又は

連立住宅の売買価格上昇率の２倍以上の地域 
○管轄市長・郡守・区庁長が住宅に対する投機が活発化するおそれがあると判断して指定を要

請する地域 

申告対象 

○住宅取引申告地域内にある住宅（共同住宅に限る）に関する所有権を移転する契約（対価が

ある場合に限り、新規に建設・供給する住宅を除く） 
○申告しなければならない共同住宅 
 －アパート：住宅専用面積が６０㎡超過、再建築及び再開発区域 
 －連立住宅：住宅専用面積が１５０㎡超過、再建築及び再開発区域 

申告事項 

○取引当事者、契約日 
○取引対象住宅の所在地、取引対象住宅の種類と規模 
○取引価額、所有権移転予定日時 
○不動産仲介業者 
○契約の条件又は期限 

申告期限 
○住宅取引契約を締結した当事者は、共同で住宅取引価額等を住宅取引契約の締結日から１５

日以内に住所地の管轄市長・郡守・区庁長に申告 
 
２．不動産取引申告制 
 
韓国では、不動産を取引するとき、仲介業者が作成す

る契約書と、登記の際に提出する検印契約書という二重

契約書を作成することが一般的であった。このような契

約書の二元化により、不動産取引が透明にならず、投機

的不動産取引が助長されていると同時に、正確でない取

引価格に基づき租税が賦課されてきた。そこで、２００５

年７月２９日、「不動産仲介業法」を全面改正して、「公認

仲介士の業務及び不動産取引申告に関する法律」を制定

し、その中で不動産取引申告制を導入、２００６年１月１

日から施行した。この制度は、不動産投機及び脱税の原

因となっている二重契約書の作成を禁止して、実取引価

格に基づき課税が行われるようにするための制度的装置

である。このため、取引対象者には、土地又は建築物の

売買に関する取引契約書を作成したときは、不動産の実

際取引価格等を取引契約の締結日から３０日以内に、管轄

市長・郡守・区庁長に、共同して申告するよう義務付け

るとともに、併せて仲介業者についても取引契約書を作

成・交付したときに申告するよう義務化した。 
 

＜表－２＞ 不動産取引申告制の内容 

区  分 内  容 備  考 

申告者 
○取引対象者が売買に関する取引契約書を作成したとき 
○仲介業者が取引契約書を作成・交付したとき 

 

申告期限 
○不動産の実際取引価格等を取引契約の締結日から３０日以

内に、当該土地又は建築物の所在地の管轄市長・郡守・区

庁長に申告 

 

他の制度の擬制等 
○検印の擬制 
○住宅取引申告制の対象である住宅の非適用 

 

価格適正性の検証等 ○不動産取引価格検証体系により適正性を検証 ・例：公示地価、住宅公示価格 



○検証結果を管轄税務署に通報 ・国税、地方税の課税対象資料と

して活用 

過怠料の賦課 

○仲介業者に、不動産取引申告をしないようにさせたり、虚

偽の内容を申告させた者：５００万ウォン以上 
○申告をしなかったり、怠った者、虚偽の申告をした者：取

得税の３倍以下 
○仲介業者が取引契約書を虚偽記載したり、二重契約書（別

名「ダウン契約書」）を作成する場合：仲介業登録取消又

は６月以下の資格停止 

・租税捕脱犯として検察又は警察

に告発 

 
 

３．建替えアパートの賃貸住宅建設義務化 
 
ソウル市内で供給されるアパートの過半数は、既存ア

パートの再建築事業により生み出されたものである。冒

頭で述べたように、再建築４アパート価格が継続して高

騰して、他のアパート価格にも影響を与え、不動産市場

を不安定にさせていた。そして、低層のアパートが再建

築により高層化されると、容積率が増加して、価格上昇

効果がもたらされるが、これは不労所得として当然に国

家が開発利益として還元しなければならないという世論

が高まっていた。 
そこで、住宅再建築区域内に居住する無住宅貰入者５

の居住安定を図り、賃貸住宅の需要が大きい都心地域に

おける賃貸住宅の供給を拡大するため、住宅再建築事業

の施行時に一定比率の賃貸住宅を供給するよう義務づけ

る制度が導入された。この制度の政策的意義は、二つの

点に求めることができる。その一つは、立地に優れた都

心地域において賃貸住宅を低廉な価格（標準建築費と容

積率インセンティブ）により大量に確保することが可能

な点である。もう一つは、組合員の敷地持分の減少に伴

い、開発利益が調整されるという点である。この制度は、

２００５年３月１８日、「都市及び住居環境整備法」６の改正

により導入され、同年５月１９日から施行されている。 
 

 
＜表－３＞ 再建築アパートの賃貸住宅建設義務化 

区 分 内  容 

目 的 

○低層のアパートが再建築により高層化されると、容積率が増加して、価格上昇の効果がもたらされ、

これは不労所得として当然に国家が開発利益として還元しなければならないという論理に基づき、

２００５年３月１８日、「都市及び住居環境整備法」の改正を通じ導入され、同年５月１９日から施行され

ている。 

供給義務 

○事業施行者は、当該住宅再建築事業により増加する容積率のうち２５／１００以下の面積を賃貸住宅と

して供給しなければならない。 
 －賃貸住宅の供給比率は、増加する容積率の１０／１００以上とし、容積率の緩和が可能な範囲までと

する。 
 －建築関係法令による建築物の階数制限等の建築制限により容積率の緩和が事実上不可能な場合に

は、賃貸住宅供給比率を別に定めることができる。 
 －既存戸数が５０戸未満の住宅再建築事業は賃貸住宅を供給しない。 

価格等 

○再建築賃貸住宅の供給価格は、再建築賃貸住宅の建設に投入される建築費を基準として建設交通部

長官が告示する金額に、敷地の価格（個別公示地価に月別地価変動率を乗じた価格）を合わせた価

格 
－再建築賃貸住宅に該当するだけの容積率の緩和を受けることを選択した場合には、入居者にその

敷地を寄付したものとみなす 
根 拠 ○「都市及び住居環境整備法」第３０条の２ 

 



４．実取引価額の登記簿記載 
 
不動産取引の透明性を確保するため、２００５年１２月２９

日、「不動産登記法」の改正により、実取引価額の登記簿

記載が導入され、２００６年６月１日から施行された。こ

の制度は、売買を原因とする所有権移転登記を申請する

場合、登記申請書に取引申告済証に記載された取引価額

を記載して、申請書に記載された取引価額を不動産登記

簿の甲区の権利者及びその他事項欄に記載するものとし、

不動産取引の透明性を確保しようとするものである。 
 

 

５．土地取引許可制の実効性向上 
 
「国土の計画及び利用に関する法律」７に基づき土地

取引契約許可制度が施行されているが、実効性を高める

ため、許可申請時に土地取得資金調達計画を提出させる

とともに、土地取引契約許可制度の違反に関する申告褒

賞制度を導入して、土地利用義務違反者に対する履行強

制金を賦課することができるようにした。新たな制度は、

同法の２００５年１２月７日改正により導入され、２００６年３

月８日から施行されている。 
まず、許可を受けようとする者は、その許可申請書に、

契約内容とその土地の利用計画・取得資金調達計画を記

載して、市長・郡守・区庁長に提出しなければならない

（同法第１１８条第３項前段）。 
土地取引契約の許可を受けた者は、５年の範囲内で大

統領令で定める期間中、その土地を許可を受けた目的ど

おりに利用しなければならない（同法第１２４条第１項）。

具体的には、自己の居住用住宅用地は３年、福祉施設・

近隣便益施設は４年、営農目的は２年、畜産業、漁業又

は林業は３年、その他の事業目的は４年などである。 

そして、許可を受けずに土地取引契約を締結した者、

不正な方法により許可を受けた者、土地取引契約許可を

受けて取得した土地を、上記に違反して、許可を受けた

目的どおりに利用しなかった者などがいた場合に、これ

らの者を市長、郡守、区庁長又は捜査機関に申告・告発

した者に対し、報奨金を支給することとされている（同

法第１２４条第３項）。 

さらに、市長、郡守又は区庁長は、上記の土地の利用

義務を履行しなかった者に対しては、相当の期間を定め

て、土地の利用義務を履行するよう命ずることができる

とともに、命令を履行しない者に対しては、土地取得価

額の１００分の１０の範囲内で履行強制金を賦課すること

ができる（同法第１２４条の２第１項及び第２項）。 

６．開発負担金の再賦課 
 
ゴルフ場や宅地造成、工業用地造成など各種開発事業

により発生する開発利益を公共に還元するため、当該事

業用地の事業着手前と竣工後で比較した地価上昇率が全

国平均上昇率を上回る場合、その超過する部分のうち

５０％を開発負担金として国が徴収する制度が「開発利益

還収に関する法律」により導入された。しかし、規制緩

和による景気活性化の観点から、「負担金管理基本法」に

基づき、首都圏以外の地域では２００２年１月１日から、

首都圏では２００４年１月１日からそれぞれ賦課が中止さ

れていた。そこで、「開発利益還収に関する法律」の

２００５年１２月７日改正により、２００６年１月１日以後に許

認可等を受けた事業に対しては、開発負担金を再び賦

課・徴収することとし、土地から発生する超過開発利益

を適正に還元して、土地投機の防止を図ることとされた。 
 
 
７．基盤施設負担金 
 

２０００年３月以降、準農林地域の乱開発が社会問題に

なり、政府は、同年５月３１日、「国土の乱開発防止総合

対策」を発表した８。乱開発は、環境と開発が調和でき

ないことはもちろん、基盤施設が設置されない状態で開

発が行われ、住民生活が不便になるため、問題となった。

そこで、政府は、２００２年２月４日、非都市地域にも都

市計画技法を導入することにより、乱開発を防止して、

環境にやさしい国土利用体系を構築するため、「国土利用

管理法」と「都市計画法」を統合した「国土の計画及び

利用に関する法律」（略称「国土計画法」）を制定した。 
国土計画法は、乱開発を防止するため、非都市地域に

おいても都市基本計画と都市管理計画を策定させるとと

もに、全国土の用途地域を整備し、都市地域と農林地域

の中間的性格を有する管理地域を細分して、計画管理地

域、生産管理地域、保全管理地域に区分指定することと

し、計画管理地域で開発が集中的に行われるように誘導

するため、第２種地区単位計画区域を指定することとし

た。また、同法は、開発行為許可制を非都市地域にも拡

大適用することとすると同時に、基盤施設の設置を伴う

開発が行われるようにするため、基盤施設負担区域の指

定と基盤施設負担を制度化した。 
その後、国土計画法による基盤施設負担制は、「基盤施

設負担金に関する法律」の制定を通じて、基盤施設負担

金に改編された。この結果、従来の基盤施設負担区域は

廃止され、基盤施設の設置や用地確保の方法は、基盤施



設負担金に一元化された。そして、基盤施設負担金は、

従来は基盤施設負担区域での土地形質変更を賦課対象と

していたのと異なり、建築延面積が２００㎡を超過する建

築物の建築行為を賦課対象としている。 
「基盤施設負担金に関する法律」は、開発行為により

誘発される基盤施設の設置費用を、当該開発行為者に負

担させることにより、基盤施設の費用負担の衡平性を向

上させ、受益者負担及び原因者負担の原則を実現して、

基盤施設設置財源を確保して、都市及び住居環境の水準

を向上させるために、２００６年１月１１日に制定され、同

年７月１日から施行されている。 

国土計画法第５６条第１項に規定する開発行為のうち

建築物の建築を行うときには、これにより誘発される基

盤施設の設置、整備又は改良のための基盤施設負担金を

賦課・徴収しなければならない（同法第６７条第１項）。

基盤施設負担金の賦課対象、賦課方法、賦課基準等、基

盤施設負担金の賦課に関しては、「基盤施設負担金の賦課

に関する法律」で定めるところによる（同法第６７条第２

項）。基盤施設とは、道路、公園、緑地、水道、下水道、

学校（小・中・高等学校）、廃棄物処理施設及びそれに必

要な用地をいう（基盤施設負担金の賦課に関する法律第

２条第一号）。 

基盤施設負担金の賦課対象地域は、全国であり、賦課

対象である建築行為は、建築延面積が２００㎡（既存建築

物の延面積を含む。）を超過する建築物の建築行為である

（同法第６条）。納付義務者は、建築行為を行う者（建築

行為を委託又は請負をした場合には、その委託又は請負

をさせた者）である（同法第７条第１項）。 

負担金の算定基準は、基盤施設標準施設費用と基盤施

設に係る用地費用を合算した後、建築延面積を乗じた金

額の１００分の２０とする（同法第９条第１項）。 
 負担金＝（基盤施設原単位費用×建築延面積× 

賦課率）－控除額 
  ※基盤施設原単位費用＝ 

基盤施設標準施設費用＋基盤施設に係る用地費用 
  ※控除額＝国、地方公共団体の負担分 
 ① 基盤施設標準施設費用：基盤施設標準施設費用と

は、基盤施設の設置のため、一般的に要する単位あ

たり施設費であって、建設交通部長官が毎年これを

告示する。 
 ② 基盤施設用地費用：基盤施設用地費用は、賦課対

象となる建築行為が行われる土地を対象として、算

定した金額。 
 ③ 建築延面積：建築延面積とは、建築許可された建

築物の各階床面積の合計をいう。 

ただし、「宅地開発促進法」による産業団地、「産業立

地及び開発に関する法律」による産業団地、「都市開発法」

による都市開発区域、「国民賃貸住宅の建設等に関する特

別措置法」による国民賃貸住宅団地予定地区、「都市及び

住居環境整備法」の住居環境整備事業のための整備区域、

「流通団地開発促進法」による流通団地での建築行為に

対しては、当該事業等の竣工日から２０年間、基盤施設負

担金を賦課しない（同法第８条第２項）。 

なお、徴収された基盤施設負担金は、基盤施設の設置

又はそれに必要な用地の確保のため使用しなければなら

ない（同法第５条）。 
 

 

８．債券補償の義務化 
 
 公共事業における補償金が不動産投機資金に流れるこ

とを防止するため、投機のおそれがある地域（土地取引

許可区域が属する市・郡・区及び連接した市・郡・区）

内で、宅地開発事業、産業団地開発事業などを施行する

政府投資機関及び公共団体が土地を収用する場合、不在

不動産所有者に対する補償金のうち１億ウォン以上を超

過する部分は、当該事業施行者が発行する債券で支払う

よう義務付けた。 

この制度は、２００５年１２月２３日、「公益事業のための

土地等の取得及び補償に関する法律」９の改正により導

入され、２００６年３月２４日から施行されている。 
 
 
９．個人間の住宅取引に対する取得税と登録税の減免 
 
 「２．不動産取引申告制」で述べた実取引価格の申告

に伴い、各種の税負担が増加することとなる。そこで、

それを緩和するため、個人間の取引により取得する住宅

に対する取得税と登録税を軽減する措置が講じられた。

これは、２００５年１２月３１日、「地方税法」の改正により、

２００６年１月１日から施行されている。 
 

＜表－４＞ 個人間住宅取引時に減免される税額 
区  分 基本税

率（％）

軽減

（％） 
軽減率

（％） 
実効税

率（％）

取得税 ２ ２５ ０．５ １．５ 

農地 １ ５０ ０．５ ０．５ 登

録

税
その他 ２ ５０ １．０２ １．０ 

 



１０．財産税課税標準の引上げ 

 
 財産税は、日本の固定資産税に相当する地方税であり、

「地方税法」に規定されているが、その課税標準が大統

領令に委任されており、実効税率が低いとの批判が強か

った１０。そこで、財産税課税標準額の適用比率を法律で

明確に規定することにより、財産税負担水準の適正化が

図られた。これは、２００５年１２月３１日、「地方税法」の

改正により、２００６年１月１日から施行されている。 
具体的には、土地・建築物・住宅に対する財産税の課

税標準は、時価標準額とするのが原則であるが（地方税

法第１８７条）、２００６年から２０１７年までの課税標準は、時

価標準額に次表に定める適用比率を乗じて算定した価額

とする（地方税法附則第５条）。 

 
＜表－５＞ 財産税課税標準の年度別適用比率 
区   分 年  度 比  率 

２００６年 １００分の５５ 

２００７年から 

２０１４年まで 

毎年１００分の５ 

ずつ引上げ 

１．土地と建築物

に対する 

適用比率 

２０１５年から １００分の１００ 

２００６年と 

２００７年 

１００分の５０ 

２００８年から 

２０１７年まで 

毎年１００分の５ 

ずつ引上げ 

２．住宅に対する

適用比率 

２０１７年から １００分の１００ 

 

 

１１．総合不動産税の改編 

 
２００５年１月５日に「総合不動産税法」が制定された。

これは、高額の不動産保有者に対しては、不動産保有税

を課税するに当たり、財産税（地方税）の場合より高い

税率で国税としての総合不動産税を課税し、不動産保有

に対する租税負担の衡平性を向上させ、不動産の価格安

定を図ることにより、地方財政の均衡発展と国民経済の

健全な発展を期そうとするものである１１。 

しかし、当初の制度設計に対しては、税負担水準が低

く、国民が感じる現実と差異があり、複数の住宅や非事

業用土地を保有している場合にも、負担として作用して

いないとの批判があった。そこで、不動産保有の実態に

照応するよう、保有税を強化することにより、課税の衡

平を高めて、不動産価格の安定を図るため、２００５年１２

月３１日に同法を改正し、２００６年１月１日から施行して

いる。改正内容は、下表のとおりである。 
 
＜表－６①＞ 総合不動産税の改正内容（納税義務者） 
区 分 改正前 改正後 

住 宅

○人別全国財産税課税

標準合計４．５億ウォ

ン超過者 

○世帯別公示価格基準

合計６億ウォン超過

者 

土 地

○総合合算土地：人別

全国さら地等財産税

課税標準合計３億ウ

ォン超過者 
○別途合算土地：全国

事業用土地等財産税

課税標準合計２０億

ウォン超過者 

○総合合算土地：世帯

別全国さら地等公示

価格基準合計３億ウ

ォン超過者 
○別途合算土地：全国

事業用土地等公示価

格基準合計４０億ウ

ォン超過者 
 
＜表－６②＞ 総合不動産税の改正内容（税率） 
区  分 課税標準 税率 

住 宅 

３億ウォン以下 

３億ウォン超過１４億ウ

ォン以下 

１４億ウォン超過９４億

ウォン以下 

９４億ウォン超過 

１０／１，０００

１５／１，０００

 

２０／１，０００

 

３０／１，０００

総合

合算

１７億ウォン以下 

１７億ウォン超過９７億

ウォン以下 

９７億ウォン超過 

１０／１，０００

２０／１，０００

 

３０／１，０００
土地

別途

合算

１６０億ウォン以下 

１６０億ウォン超過 

９６０億ウォン以下 

９６０億ウォン超過 

６／１，０００

１０／１，０００

 

１６／１，０００

 
 
１２．譲渡所得税の改編 

 
 「２．不動産取引申告制」で述べたように、２００６年

から不動産実取引申告制が施行されたことに伴い、 

・ 不動産に対する譲渡所得税の課税基準を、「基準時

価」１２から「実地取引価格」に段階的に転換して、

譲渡所得税課税を正常化し、 

・ 住宅とともに再建築・再開発入居権を保有している

世帯の住宅譲渡に伴う譲渡所得税課税を強化し、 

・ １世帯２住宅者の住宅と非事業用土地に対しては、



譲渡所得税を重課して、長期保有特別控除を排除し、

住宅と土地に対する投機的需要を抑制して、投機利

益を還元することにより、 

不動産市場の安定と課税の衡平を図り、譲渡所得税課税

強化に伴う租税回避を防止するため、２００５年１２月３１日、

「所得税法」が改正され、２００６年１月１日から施行さ

れている。 
制度改編の第１は、再建築・再開発入居権の住宅みな

しである。韓国では従来、「１世帯１住宅非課税」原則が

あり、１世帯について１戸に限り、住宅とその敷地の譲

渡により発生する所得は、譲渡所得税を課税しないこと

とされている（所得税法第８９条第１項第三号）。このた

め、再開発や建替えにより分譲を受けることのできる地

位あるいは管理処分計画の認可により取得した入居者と

して選定された地位、住宅再建築事業又は住宅再開発事

業を施行する整備事業組合の組合員として取得した者が、

従前から所有している住宅を譲渡する場合にも、課税さ

れず、事実上１世帯複数住宅でも非課税扱いを受けるこ

とができた。そこで、これらの場合には、非課税原則を

適用しないこととした（同法同条第２項）。 

制度改編の第２は、資産の譲渡価額については、当該

資産の譲渡当時の譲渡者と譲受者間で実際に取引した価

額（以下「実地取引価格」という）によることとした（同

法第９６条第１項）。ただし、経過措置として、資産を

２００６年１２月３１日までに譲渡する場合に、「基準時価」

による（同法同条第２項）。 

居住者の譲渡所得税は、当該年度の譲渡所得税課税標

準に、次の税率を適用して計算した金額をその税額とす

る（同法第１０４条第１項）。 

① 土地、建物、不動産の権利その他資産 

   １千万ウォン以下：課税標準の１００分の９ 
   １千万ウォン超過以下４千万ウォン以下： 

９０万ウォン＋１千万ウォンを超過する金額の

１００分の１８ 
４千万ウォン超過以下８千万ウォン以下： 

６３０万ウォン＋４千万ウォンを超過する金額

の１００分の２７ 
８千万ウォン超過： 

１，７１０万ウォン＋８千万ウォンを超過する金

額の１００分の３６ 
 ② 土地、建物及び不動産の権利であって、その保有

期間が１年以上２年未満であるもの：譲渡所得課税

標準の１００分の４０ 
③ 土地、建物及び不動産の権利であって、その保有

期間が１年未満であるもの：譲渡所得課税標準の

１００分の５０ 
④ １世帯３住宅以上に該当する住宅・敷地： 

譲渡所得課税標準の１００分の６０ 
⑤ 未登記譲渡資産：譲渡所得課税標準の１００分の６０ 

⑥ １世帯が住宅と組合員入居権を保有していた場合

であって、住宅数と組合員入居権数の合計が３以上

の場合のその住宅：譲渡所得課税標準の１００分の６０ 
⑦ １世帯２住宅に該当する住宅：譲渡所得課税標準

の１００分の５０ 
 ⑧ １世帯が住宅と組合員入居権をそれぞれ１つずつ

保有していた場合のその住宅：譲渡所得課税標準の１

００分の５０ 

 ⑨ 非事業用土地：譲渡所得課税標準の１００分の６０ 

 
 
１３．共同住宅分譲価格上限制・原価公示制 

 

「住宅法」は、住宅の供給計画、事業主体、事業手法、

供給価格、金融、共同住宅の建替えなどについて規定す

る総合法であるが、２００５年１月１２日の改正により住宅

供給制度が大きく改編され、アパート価格の高騰を抑制

するためアパートの分譲価格上限制・原価公示制１３が導

入された。そして、分譲価格上限制の対象を公共宅地で

供給される住居専用面積８５㎡を超過する住宅等に拡大

し、この適用住宅に対しては、宅地費及び宅地購入原価

を公示させることとし、分譲価格の公示項目を従前の５

項目から７項目に拡大することとされた。この制度強化

は、同法の２００５年１２月２３日の改正により行われ、

２００６年２月２４日から施行されている。 
まず、分譲価上限制とは、事業主体が公共宅地内にお

いて鑑定価格以下で宅地の供給を受けて建設・供給する

共同住宅に対しては、分譲価格算定基準（住宅供給に関

する規則第１３条の２＜別表３＞）により算定される分譲

価格以下で供給しなければならない（同法第３８条の２第

１項前段）。この場合、分譲価格は、宅地費、直接工事費、

間接工事費、設計費、監理費、附帯費、その他建設交通

部令で定める費用により構成される（同法第３８条の２第

１項）。 

 分譲価格＝［（基本型建築費＋地下階建築費）×共同

住宅建設工事費指数］＋地下階建築費を

除いた加算費用＋宅地費 
次に公示制とは、事業主体は、①分譲価上限制適用住

宅であって、住居専用面積が８５平方メートル以下の住宅、

②公共宅地内で住居専用面積が８５平方メートルを超過

する共同住宅であって、公的主体が建設・供給する住宅、



③住居専用面積が８５平方メートルを超過する分譲価上

限制適用住宅であって、民間主体が建設・供給する住宅

（宅地費及び宅地購入原価のみ公示）については、入居

者募集公告案に、上記の構成費用区分に従い、分譲価格

を公示しなければならない（同法第３８条の２第２項）。

具体的には、次のとおりである（住宅供給に関する規則

第１３条の３）。 

① 宅地費 

② 直接工事費：その住宅建設工事を施行して使用検

査を受けるときまでに発生する工事投入費用のうち

住宅団地に設置される諸般の施設物の施行のため投

入される材料費、直接労務費、直接工事経費に関す

る費用 

③ 間接工事費：その住宅建設工事を施行して使用検

査を受けるときまでに発生する工事投入費用のうち

工事現場管理費用、法定経費、一般管理に関する費

用及び利潤 

④ 設計費：その住宅建設のため投入される設計に関

する費用 

⑤ 監理費：その住宅建設のため投入される監理に関

する費用 

⑥ 附帯費：その住宅建設工事に投入される総費用の

うち上記以外の費用であって、分譲管理費用、水道・

ガス・電気施設引き込み費用、建物保存登記費等を

合算した費用 

⑦ その他建設交通部令で定める費用：住宅建設工事

に要する不可欠な工事費以外の費用であって、基本

型建築費に加算することができる費用をいい、加算

費用の項目別内容及び算定方法は、別表４による（住

宅供給に関する規則第１３条の２第２項）。 

 

 

１４．住宅公営開発地区の指定 

 
住宅に対する投機のおそれがあったり、公共宅地内で

の住宅供給の公共性を強化するため必要な場合には、投

機過熱地区内の公共宅地において、住宅公営開発地区を

指定し、公共機関が直接住宅を建設・供給することとさ

れた。この制度は、２００５年１２月２３日の「住宅法」改正

により導入され、同年１２月２３日から施行されている。 
建設交通部長官又は広域自治体の長は、住宅価格の安

定のため必要な場合、一定の地域を投機加熱地区に指定

することができるが（法第４１条）、その地区内において

造成される公共宅地の中で住宅に対する投機が盛行する

おそれがある場合又は公共宅地内の住宅供給の公共性を

強化するため必要な場合には、住宅政策審議委員会の審

議を経て、住宅公営開発地区を指定することができる。

（法第４１条の３第１項）。 

指定された住宅公営開発地区において住宅公営開発の

対象とされる住宅を建設・供給するため供給される公共

宅地は、国、地方公共団体、大韓住宅公社又は地方公社

に対して譲渡しなければならず、譲受したこれら公共機

関は、当該宅地内の住宅建設事業を直接施行しなければ

ならない（法第４１条の３第２項）。 

 

 

１５．分譲権転売等に対する褒賞金 

 
韓国では、民間分譲であっても、新築アパートの転売

行為は厳しく制限されている。これは、青田売りで分譲

されたアパートの入居資格を竣工前に転売して差益を得

ることが横行して、不動産価格を引き上げることを防止

することを目的としている。その詳細は、次のとおりで

ある。事業主体が建設・供給する住宅の入居者として選

定された地位（入居者として選定され、当該住宅に入居

することができる権利、資格、地位等をいう）又は住宅

であって、次のいずれかに該当する場合には、１０年以内

の範囲内で大統領令で定める期間が経過する前は、これ

を転売（売買、贈与その他の権利の変動を伴う一切の行

為を含むものとし、相続の場合を除く）及び転売の斡旋

をしてはならない。この場合、転売制限期間は、住宅の

需給状況及び投機のおそれ等を勘案して、地域別に異な

って定めることができる（住宅法第４１条の２第１項）。 

 ① 投機過熱地区内で建設・供給される住宅の入居者

として選定された地位：投機加熱地区内で建設・

供給される住宅の入居者募集をして、最初に住宅

供給契約の締結が可能な日から、次のいずれかの

期間に到達したときをいう。 
   １）首都圏、忠清圏（大田広域市、忠清北道及び

忠清南道）の行政区域に属する地域の場合：当

該住宅（建築物についてのみ所有権移転登記を

する場合には、当該建築物）に対する所有権移

転登記を完了したとき。この場合、転売制限期

間は、５年を超過してはならない。 
２）それ以外の地域の場合：１年 

 ② 分譲価上限制適用住宅及び当該住宅の入居者とし

て選定された地位：分譲価格上限制適用住宅の入

居者募集をして、最初に住宅供給契約の締結が可

能な日から、次のいずれかの期間に到達したとき

をいう。 



１）住居専用面積が８５㎡以下の住宅 
    ａ．「首都圏整備計画法」第６条第１項の規定に

よる過密抑制圏域及び成長管理圏域の場

合：１０年 
    ｂ．それ以外の地域の場合：５年 

２）住居専用面積が８５㎡を超過する住宅 
ａ．過密抑制圏域及び成長管理圏域の場合：５年 
ｂ．それ以外の地域の場合：３年 

 ③ 住宅公営開発地区において、分譲価格の制限を受

けずに、公共機関が建設・供給する共同住宅及び当

該住宅の入居者として選定された地位：この規定を

適用するに当たっては、当該住宅の入居者募集をし

て、最初に住宅供給契約の締結が可能な日から、次

のいずれかの期間に到達したときをいう。 
１）住居専用面積が８５㎡以下の住宅：５年 
２）住居専用面積が８５㎡を超過する住宅：３年 

しかしながら、この制限がなかなか守られないため、

建設交通部長官は、住宅の転売行為制限に関する規定に

違反して、①入居者として選定された地位又は住宅を転

売した者、②入居者として選定された地位又は住宅に対

する転売行為を斡旋した者を主務官庁に申告した者に対

し、褒賞金を支払うことができる制度が導入された（法

第８９条の２）。この制度は、２００５年１２月２３日の「住宅

法」の改正により導入され、２００６年２月２４日から施行

されている。 
 
 
■おわりに 

 
以上のように、多岐にわたる制度改革が行われたこと

がわかるが、その中には日本でも導入が提案されながら

実現できていないものもあり、その意味でも極めて画期

的な制度改革であると言える。ただし、これらの新たな

制度は、２００６年９月時点で導入が完了した段階であり、

まだスタート地点に立ったのに過ぎない。 
８月３１日に、大統領主催で開催された「不動産政策会

議」では、８．３１不動産政策の１周年に対する評価に基

づき、今後の課題が議論された。そこでは、１年前の政

策発表以後、政策効果が目に見えるまでは、短期的で局

地的な市場不安が生じたものの、個々の政策が施行に移

されたり、施行時期が近づくにつれ、政府の政策推進意

思に対する市場の信頼が形成され、２００６年５月以降は

総じて安定傾向にあると評価された。 
とは言え、韓国経済の先行きは必ずしも透明ではなく、

政治的にも２００７年は大統領選挙の年である。今回の改

革により導入された諸制度が微調整（ｆｉｎｅ ｔｕｎｉｎｇ）さ

れることは充分に予想されるので、今回の不動産制度改

革に対する評価については、その実施状況や具体的な成

果を見て判断すべきであると思料される。 
以 上 
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